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ICT 活用工事の適正な積算について 

 

１ ＩＣＴ活用工事の発注前の積算について 

１－１ 対象工種および発注方式の選択について 

発注する工事の内容（工種、種別等）から、「設計書作成時の ICT 活用工事の検討」を参 

考に対象工種を判断し、該当する工種の特記仕様書を全て添付してください。 

特記仕様書の詳細については、実施要領等を参照してください。 

 

 〇設計書作成時のＩＣＴ活用工事の検討（土工） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 〇設計書作成時の ICT 活用工事の検討（舗装） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ＜ICT 活用工事（土工）（舗装工）で契約後の留意事項＞ 

ICT 活用工事（土工）（舗装工）を契約した場合、受注者は関連工種の ICT 活用を提案・協議 

できる。 
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 〇設計書作成時の ICT 活用工事の検討（その他工種） 
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１－２ ＩＣＴ活用工事に関する費用計上について 

    ＩＣＴ活用を実施した場合の費用計上は以下のとおりとする。 

    ① ３次元起工測量  見積計上 

    ② ３次元設計データ作成 見積計上 

    ③ ICT 建機による施工     積算基準、積算要領 

    ④⑤３次元出来形管理、納品 見積 OR 補正係数 

 

 〇当初発注時 

   ＜発注者指定型（ＩＣＴ活用施工）＞ 

    ・施工プロセス「③ICT 建機による施工」にかかる費用（ICT 施工費用、保守管理費用、 

システム初期費）を計上する。 

 ※ 工種毎の積算要領を参照すること。 

    ・３次元出来形管理等費用は計上しない。 

   ＜発注者指定型（簡易型ＩＣＴ活用工事）、受注者希望型＞ 

    ・ＩＣＴ活用にかかる費用は計上しない。 

 

 〇契約後の受発注者協議にて実施決定した後 

ＩＣＴ活用工事における３次元出来形管理、３次元データ納品の費用、外注経費等の費用（以 

下「３次元出来形管理等費用」）は、以下の１）～５）のとおり検討し、変更設計で計上する。 

１） 積算システムにて３次元出来形管理等費用の補正有の設計額を算出する。３次元出来 

形管理等費用を設計計上する場合、共通仮設費率、現場管理費率に補正係数を乗じて、 

補正による金額を算出する。 

※ 補正係数は実施要領等を参照 

    補正による金額（ 補正有の設計額 － 補正無の設計額 ） 

  ２） ３次元出来形管理等を実施する場合、受注者へ見積書の提出を依頼する。 

・見積りは諸経費を含めた金額を徴収するものとする。 

・見積りには、３次元座標値を面的に取得する機器を用いた出来形管理を行う対象範 

囲（平面図等に範囲を図示して面積を記載）を記載した資料を添付するものとする。 

・３次元起工測量、３次元設計データ作成を実施する場合は、合わせて見積依頼を行 

うものとする。 

３） 受注者が見積りを提出したら、発注者は「受注者への聞き取り」及び「補正係数で算 

出した金額との比較１）により妥当性を確認する。 

・費用の妥当性の確認にあたり、共通仮設費率、現場管理費率に補正係数を乗じて算 

出される金額には、補正係数による計上額に対応した一般管理費等の金額も含める 

ものとする。 

・受注者からの見積提出が無い場合は、３次元出来形管理等の費用を計上しない。 

４） １）の補正金額と２）の見積金額を比較し安価な積算方法を採用する。 

※ 別添の「３次元出来形管理・３次元データ納品の費用、外注経費等の費用算出表」 

を参考に算出すること。 



別紙２ 

見積りにより算出される金額を積算計上額として採用する場合は、諸経費の対象外とし

て共通仮設費の技術管理費に積上げ計上するものとする。積算システムにて「ICT3D 出来

形・納品補正無し」を確認する。 

補正係数による金額を採用する場合は、積算システムにて「ICT3D 出来形・納品補正あ 

り」とする。 

 

参考：３次元出来形管理・３次元データ納品の費用、外注経費等の費用算出表（Excel） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 〇最終変更時 

数量変更等により「補正係数による金額」が変更となる場合は、見積りとの比較による妥当 

性の確認を再度行い、適切に設計計上するものとする。 

※ 工事進捗に伴い「３次元出来形・納品データ」に関する見積りの仕様等が変更となった 

場合は、変更後速やかに再見積りを依頼する。この場合も妥当性の確認を再度行い、適 

切に設計計上するものとする。 

 

１－３ ３次元出来形管理等費用の計上方法についての補足 

(1) 補正係数等の費用計上対象について 

    各工種の積算要領より、計測方法により費用計上が異なる点に留意すること。 

    参考：表１ 補正係数の費用計上適用工種・適用外工種一覧 

       表２ ICT 活用工事(工種毎）における出来形管理手法と積算方法 
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(2) ３次元座標値を面的に取得する機器を用いた出来形管理について 

    ３次元座標値を面的に取得する機器を用いた出来形管理とは、出来形管理の計測範囲に 

おいて、１ｍ間隔以下（１点囲において、１ｍ間隔以下（１点/㎡以上）の点密度が確保 

できる出来形計測を行い、㎡以上）の点密度が確保できる出来形計測を行い、3次元設計デ 

ータと計測した各ポイントとの離れを算出し、出来形の良否を面的に判定する管理手法の 

ことであり、以下の出来形管理を原則とする。 

・空中写真測量（無人航空機）を用いた出来形管理 

・地上型レーザースキャナーを用いた出来形管理 

・無人航空機搭載型レーザースキャナーを用いた出来形管理 

・地上移動体搭載型レーザースキャナーを用いた出来形管理 

・音響測深機器を用いた出来形管理 

 

※ 以下の出来形管理において、出来形の良否を面的に判定する管理手法を実施した場 

合も費用計上の対象としてもよい。 

参考：補正係数の費用計上できる出来形管理手法（面管理） 

・ＴＳ等光波方式を用いた出来形管理 

・ＴＳ（ノンプリズム方式）を用いた出来形管理 

・ＲＴＫ－ＧＮＳＳを用いた出来形管理 
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表１ 補正係数の費用計上適用工種・適用外工種一覧  

〇：３次元座標値を面的に取得する機器を用いた出来形管理及び３次元データ納品を行った工

事を対象とする。 

×：いかなる出来形管理を実施しても補正係数等の費用計上は行わない。 

 

 

 

 

 

工種 経費補正 

の対象 

留意点 

土工 〇  

作業土工（床掘） ×  

土工（1000m3 未満） × 3 次元座標値を面的に取得する機器を

用いた出来形管理を実施した場合、補

正係数による費用計上の対象とはなら

ないが、見積により適正額を積み上げ

るものとする。なお、モバイル端末を

用いた出来形管理を実施した場合につ

いても同様とする。 

小規模土工 ×  

法面工 〇  

付帯構造物設置工 〇  

擁壁工 〇  

地盤改良工（安定処理） ×  

地盤改良工（中層混合処理） ×  

地盤改良工（スラリー攪拌工） ×  

地盤改良工（ペーパードレー

ン工） 

×  

構造物工（基礎工） 〇  

河川浚渫 〇  

砂防土工 〇  

河床等掘削 〇  

舗装工 〇  

舗装工(修繕工) ×  

構造物工(橋梁上部) ×  

構造物工(橋脚・橋台) 〇  
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表２ ICT 活用工事(工種毎）における出来形管理手法と積算方法 
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２ ＩＣＴ活用工事の監督員としての対応について 

２－１ 契約後の受発注者協議について 

受注者が提案・提出する「ICT 活用工事計画書」により協議すること。 

なお、工種毎に適用技術・機種が異なることから、工事内容に合った計画書となって 

いるか、最新の計画書のひな形を使用しているかを確認すること。 

     工事で実施する技術等にかかる費用については、「１－２ ＩＣＴ活用工事に関する費 

用上について」を参照すること。 

 

     例）ＩＣＴ土工の計画書 
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２－２ ＩＣＴ活用工事チェックリストによる進捗管理について 

ＩＣＴ活用工事を発注・実施する場合は、違算・過大積算等を防止することを目的と 

し、施工内容について、受発注者間で共通認識を持つために、「ＩＣＴ活用工事チェック 

リスト」を活用し、チェック時期に合わせて進捗を図ること。 

 

 〇使用方法について 

  監督員は、当初積算～工事発注、契約～成果納品までの期間のうち、チェックリストに定め 

られた時期に「①発注者として確認する事項」および「②受注者へ確認する事項」を適宜チェ 

ックすること。 

 ①および②について、チェック作業は監督員が実施すること。受注者へ確認する項目につい 

ては、打合せ等を通じて必ず受注者へ確認し、監督員がチェック・管理すること。 

 適切にチェックがなされていることを受発注者で共通認識を持つため、チェックリストの確 

認状況を打合せ簿等により情報共有すること。 

 

 〇取り扱いについて 

  設計書チェックリストと同様に扱うこととし、設計図書の参考資料として添付・保管するこ 

と。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


